
 

 

市営・県営住宅入居申込書記入のしかた 

記入について 

１ 申込住宅欄は、入居を希望する住宅名を丸で囲ってください。 

  希望する住宅が複数ある場合は、希望順の番号（①、②…）を記入してください。 

２ 勤務先名・所在地欄は、現在お勤めの会社名及び住所を記入してください。 

３ 年間所得額欄は、前年又は入居申込み前月までの１年間の所得金額を記入してください。 

（住宅に入居する方すべてが対象です。） 

  ただし、申込時において職場を離職又は退職し、現在無収入（失業保険受給を含む）であり、か

つ、今後も就職する予定のない場合は０円と記入してください。（離職証明書が必要です。） 

  また、就職して１年未満の場合で、源泉徴収票が発行されない場合は、就職中の会社等から就職

した月から入居申込み前月（１ヶ月単位：端数月は含まず）までの「給与等支払証明書」を提出し

てもらいその支払額の合計を記入してください。 

※所得金額とは、給与収入の場合、収入額（税込み総支給額）から算出される所得金額です。 

（源泉徴収票の中では、「給与所得控除後の金額欄」がそれにあたります。）所得金額が不明の

場合は、「収入○○円」と記入してください。 

 

４ 控除名欄は、次の表により記入し、下段の（ ）内に控除額の合計額を記入してください。 

控除名 説       明 控  除  額 

給与等 給与所得者等控除対象者 

１人につき１０万円 

（該当者の所得金額が10 

 万円未満の場合はその額） 

同 居 入居申込者（申請者）以外の同居者 １人につき３８万円 

同居外 同居者以外の同一生計配偶者及び扶養親族 １人につき３８万円 

老 人 
老人扶養親族控除及び同一生計配偶者控除の 

対象者（70歳以上の方） 
１人につき１０万円 

特 定 特定扶養親族対象者（16歳以上23歳未満の方） １人につき２５万円 

特 障 特別障害者控除対象者 １人につき４０万円 

障 害 障害者控除対象者 １人につき２７万円 

ひとり親 ひとり親控除対象者 

１人につき３５万円 

（該当者の所得金額が35 

 万円未満の場合はその額） 

寡 婦 寡婦控除対象者 

１人につき２７万円 

（該当者の所得金額が27 

 万円未満の場合はその額） 

 

５ 同居親族又は同居しようとする親族欄は、婚姻はしていなくても事実上婚姻関係と同様の事情に

ある方や婚約者も含みます。 

 

６ 同居外扶養親族等欄は、住宅に入居しない方で控除対象者となる配偶者や扶養親族がいる場合に

記入してください。 

 

７ 住宅の困窮状況及び現在の居住状況欄は、該当する番号や項目に○を付け、数字等を記入してく

ださい。 



 

 

８ 暴力団員ではないことの確認欄は、該当する場合はレを記入してください。 

 

９ 優先入居欄は、次の表から該当事項を（ ）内に記入してください。 

該当事項 対   象   世   帯 

引揚者 海外からの引揚者 

中国残留邦人 中国残留邦人とその親族のうち法律で定める者 

母子・父子 配偶者のない者で20歳未満の子を扶養している者 

老人 60歳以上の者（配偶者以外の同居者で18歳以上60歳未満の方がいる場合を除く） 

心身障害者 

入居申込者又は同居者が、以下のアからオのいずれかに該当する者 

ア 戦傷病者手帳の交付を受けた者で、規則で定める程度の障害があるもの 

イ 原子爆弾被爆者で厚生労働大臣の認定を受けている場合 

ウ １級から４級の身体障害者手帳を保持している場合 

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規定する

１級又は２級に該当する場合 

オ エと同程度の障害を有する知的障害者 

カ ハンセン病療養所入所者がいる場合 

多子 18歳未満の同居者が３人以上ある者 

公共的事業 公共的な事業の施行に伴い立退きの要求を受けた者 

帰国被害者等 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律で定める者 

配偶者暴力被害 
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に定める者で、保護年月日

等より５年を経過していない者 

犯罪被害者等 

犯罪被害者保護法に定める者で、以下のア、イのいずれかに該当する者 

 ア 犯罪等により収入が減少し、生計を維持することが困難となった場合 

 イ 犯罪等により当該住居に居住することが困難となった場合 

シックハウス 

症候群患者 

入居申込者又は同居者が、住居における化学物質を原因とするシックハウス症候群

の患者であり、現在の住居に継続して居住することが健康上適切でなく、かつ、当

該住居から転居することが健康上適切である者 

 

10 単身入居欄は、次の表から該当事項を（ ）内に記入してください。 

該当事項 対   象   者 

60歳以上 60歳以上の方 

身体障害者 １級から４級の身体障害者手帳を保持している場合 

精神障害者 
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規定する１級

又は２級に該当する場合 

知的障害者 上記と同程度に相当する場合 

戦傷病者 
戦傷病者手帳の交付を受け、その障害の程度が恩給法別表第１号表ノ２の特別

項症から第６項症まで又は同法別表第１号表ノ３の第１款症に該当する方 

原爆被爆者 原子爆弾被爆者で厚生労働大臣の認定を受けている方 

生活保護 生活保護法の被保護者 

引揚者 海外からの引揚者で日本に引き揚げた日から５年を経過していない方 

ハンセン病 ハンセン病療養所入所者がいる方 

配偶者暴力被害者 
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に定める者で、保護年

月日等より５年を経過していない者 

被災者 地震や火事等により被災された者 



 

 

11 裁量階層欄は、条例第６条第１項第２号ア又はイに該当する世帯は、次の表から該当事項を（ ）

内に記入してください。 

該当事項 対   象   世   帯 

60歳以上のみ 
入居申込者が60歳以上であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上又は18歳未満

である場合 

未就学児童あり 小学校就学前の子どものいる世帯 

身体障害者 入居申込者又は同居者が１級から４級の身体障害者手帳を保持している場合 

精神障害者 
入居申込者又は同居者が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第

３項に規定する１級又は２級に該当する場合 

知的障害者 上記と同程度に相当する場合 

戦傷病者 

入居申込者又は同居者が戦傷病者手帳の交付を受け、その障害の程度が恩給法別表

第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１号表ノ３の第１款症に

該当する場合 

原爆被爆者 入居申込者又は同居者が原子爆弾被爆者で厚生労働大臣の認定を受けている場合 

引揚者 
入居申込者又は同居者が海外からの引揚者で日本に引き揚げた日から５年を経過し

ていない場合 

ハンセン病 入居申込者又は同居者にハンセン病療養所入所者がいる場合 

被災者 入居申込者又は同居者が地震や火事等により被災された者 

 

12 裏面の住宅困窮の状況の詳細欄は、重要事項ですので、ありのままに、かつ、具体的に記入して

ください。なお、欄が不足の場合は、下部余白か別紙に記述し、添付してもかまいません。 

 

添付書類について 

 

１ ★住民票の写し（入居申込者及び同居者全員のもの） 

２ 収入を証する書類 

★所得証明書（市町村が発行するもので、発行できる最新のものを添付してください。） 

   ※所得の有無を問わず幼児や学生以外の同居者全員の方の所得証明書が必要です。 

   付属書類 

  ○源泉徴収票、確定申告書の控え、市町村税・県民税申告書の控え 

    ※所得証明書が前々年分の発行の場合は上記いずれかを添付してください。 

   ○勤務先が発行する給与等支払証明書（就職月から入居申込み前月まで分：端数月含まず） 

    ※就職後１年未満の場合は、必要です。 

３ 必要に応じ提出するもの 

   ○地方税情報取得同意書（1月1日現在の住所が市外の場合） 

○戸籍謄本（母子・父子家庭の場合 ※非婚の場合は本人の戸籍全部事項証明書） 

○裁判所発行の事件係属証明書、弁護士発行の証明書等（離婚を前提として申込みをする場合） 

   ○婚約証明書（婚約中の場合） 

   ○退職証明書（職場を退職し、その後就職の予定のない場合） 

   ★障害者手帳の写し 

   ○立退要求書（立ち退きの要求がある場合） 

   ○自活状況申立書（シルバーハウジング入居希望者） 

   ★被保護者証明書（生活保護法の被保護者の場合） 

  ○その他、市長が必要と認める書類 

入居申込書を提出する際に、個人番号（マイナンバー）を確認しますので個人番号カード

若しくは（通知カード＋運転免許証など）を持参してください。下記の★マークの添付書

類を省略することができます。 



 

 

（記載例：表） 

 
  

 

 

   

 

 

 

入居を希望する住宅に○をつけてください。 

「記入のしかた」 

の３を参考に記

入してください。 

該当する番号に○を付けてください。 

勤務地の名称と 

所在地を記入し 

てください。 

「記入のしかた」 

の４を参考に記入 

してください。 

現在住んでいる住

宅について記入し

てください。 
ここは記入不要です。 

★印：「記入のしかた」の９から11を参考に

記入してください。 

 

① ② 



 

 

（記載例：裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この欄は、公営住宅の入居選考に大変重要になります。 

記入にあたっては次の参考例（あくまでも参考です。）を参考に具体的に記述して 

ください。 

 ●現在の住宅の状況 

   ＊……の理由で○月○日まで住宅を明け渡さなければならない。 

   ＊家庭内の……の理由で、同居することが困難である。 

   ＊家族数が増えたことにより、現在の住宅では生活に支障をきたしている。 

    （具体的な支障の内容） 

   ＊婚姻にあたり、同居することが……の理由でできない。      など 

 ●民間アパート等への入居不可の理由 

   ＊収入に比べ、家賃が高く、支払うことができない。 

   ＊……の理由で希望する地域に民間アパートの空きがない。     など 

該当するほうにチェックをつ

けて、いいえの場合は、対応

策等をご記入ください。 

最後にもう一度記入事項を確認し、チェックし

てください。 

いつわりの記載がある場合は、入居決定を取り

消す場合もありますのでご注意ください。 

 

 


